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日々雇用職員の非常勤職員化問題
非常勤化するのなら、人事当局はきちんと予算措置をすべき！
現行予算の枠内で非常勤化することは、現在の人数、時間を確保できず、雇止めや業務に支障が出る

　現在、来年度予算編成に向けた調整が進められていますが、その中で人事当局は各局に対して、国庫補助等で縛りのある一部の事業を除いて、日々雇用職員を非常勤職員化しようとしています。
一見、ほとんど無権利状態の日々雇用職員をある程度賃金・労働条件が確保されている非常勤職員にすることは「改善」のように見えますが、実態はその真逆です。

非常勤化に伴う予算措置がない
非常勤化すれば、当然予算は増額となるはずです。しかし、人事当局が財政当局と調整しているという話は聞こえてきません。人事当局は「財源は各局で生み出せ」との考えのようです。
各局の予算内で非常勤化すれば、事業予算を削るか、日々雇用職員の時間数や人数を今以上に削減するほか方法はありません。
すなわちこれは、日々雇用職員の雇止め、勤務時間の削減になりかねない問題です。
また、業務的に見ても、これまでも予算の削減で減らされ、今でさえギリギリの人数や時間数で成り立っているものを、これ以上削減すれば業務は成り立たなくなります。
財政負担を減らすための非常勤化！？
　総務省は「会計年度任用職員制度の導入等に向けた事務処理マニュアル」の中で、「会計年度任用職員制度への移行にあたっての考え方」として、「単に勤務条件の確保等に伴う財政上の制約を理由として、特別職非常勤職員及び臨時的任用職員から会計年度任用職員制度への必要な移行について抑制を図ることは、適正な任用・勤務条件の確保という改正法の趣旨に沿わないものです。」としています。
　これは、日々雇用職員から会計年度任用職員への移行についても同様です。

穿った見方をすれば、会計年度任用職員制度導入前に、日々雇用職員を削減して人件費を抑制するために、無理に来年度から非常勤化しようとしているようにも見えます。
まるで、派遣社員の「5年無期転換」を逃れるために、契約期間が5年満了する前に雇止めをした企業を彷彿とさせるものです。

組合は何も聞いていません
　日々雇用職員を非常勤職員化するということは、すなわち「労働条件の変更」にあたります。
　当然、当局が勝手にやって良いはずはなく、組合と交渉・協議すべき課題ですが、現時点で組合には何の話もありません。
　このようなやり方は、労使の信頼関係を損なうものであり、この一点でも、白紙に戻すべきものです。
日々雇用職員の雇用を守れ！予算措置ができなければ、来年度非常勤化の撤回を！
　労使合意もなく、何の準備もなく非常勤化して日々雇用職員の雇用を脅かし、勤務時間（＝賃金）を削減することは到底容認できません。
　本来日々雇用職員の問題は、会計年度任用職員制度の交渉の中で議論し、新たな枠組みを作ったうえで、その内容に基づいて解決すべき問題です。
　仮に人事当局が「一刻も早く、日々雇用職員の無権利状態を解消したい」ということで来年度から非常勤化するということであれば、各局に捻出させるのではなく、今からでも必要な予算を措置すべきです。

　それができないのであれば、来年度の非常勤化は撤回すべきです。
　県行政は、常勤職員、再任用職員、臨時的任用職員、非常勤職員、日々雇用職員が、みんなで協力して働くことで成り立っています。人事当局の勝手な思惑で、こうした関係を破壊することは断じて許せません。

　自治労県職労は基本要求交渉の中で、この問題を追及していきます。
　日々雇用職員をはじめ、正規・非正規を問わず、多くの職員に組合への参加を呼びかけます。
2019年度基本要求重点課題
Ⅱ　健康で働き続けられる労働条件の確立について
１　過重労働の撲滅について
（１）県働き方改革推進本部の数値目標の一つである「時間外月80時間超の職員ゼロ」に向けて、具体的な方策を明らかにすること。
当面、過労死水準である月80時間以上の時間外勤務を解消するための年次計画を策定すること。
（４）設置された「労使協議組織」においては、労使で所属ごとの時間外勤務の実態を把握し、その原因を調査研究して、実効ある過重労働対策を策定するよう誠実に対応すること。
（５）グループウエアの活用やタイムカード・ＩＣカードを導入し、適切な労働時間管理を行うこと。
（７）時間外勤務予算の削減や配当の抑制を行わないこと。また、必要な時間外労働手当・休日労働手当財源を確保し、時間外労働・休日労働への不払いを撲滅すること。
（８）過重労働対策として、産業医を活用すること。
２　内部管理業務の抜本的改革について
（１）直接県民サービスとかかわりのない内部管理業務に多くの時間を費やすことが、過重労働の原因となっており、職員の疲弊を招いている。全庁的に内部管理業務の抜本的な見直しを行い、管理監督者に徹底すること。
３　人員について
（１）常態的な超勤職場には、適正な人員配置を行うこと。
（２）欠員は正規職員をもって早急に解消すること。また、再任用ポストに欠員が生じた場合には、早急に補充すること。
（４）メンタルヘルス不全による療養休暇、休職については、当事者の着実な復職支援、周囲の職員の負担軽減の観点から、常勤職員を充てること。当面、休職明けの一定期間については臨任職員を継続配置すること。
２　メンタルヘルス不全対策について
（１）職員健康管理センターの産業医を専任化し、産業医を責任者とするチームを設け、組合との協議を含めて、発症予防、早期発見、早期ケア、早期復職サポートの枠組みによる総合的なメンタルヘルス不全対策を確立すること。また、メンタルヘルス対策への産業医の積極的な関与について、組合との協議の中で、具体化すること。
（２）職場巡視で明らかになった課題を整理し、「こころの健康づくり」推進に向けた具体的な方策について示すこと。
（３）メンタルヘルス不全による療養休暇取得者・休職者が発生した職場の所属長に産業医との面接を義務付け、産業医の監督のもとでその原因を調査し、必要な対策を講ずること。
３　健康で安全に働き続けられる職場環境の整備について
（３）恒常的な時間外勤務が解消されるまでの措置として、職員の労働安全衛生を確保するめに、時間外においても冷暖房を稼働させること。
（５）健常者の視点ではなく、障害のある職員・県民の利用を前提に、当事者から意見を聞いたうえで、室温、照明、エレベータ、自動ドア等の設定を検討すること。
（11）ＬＧＢＴなど性的マイノリティに対応するため、「だれでもトイレ」を設置すること。
（12）ＬＧＢＴの職員にとって働きやすい職場環境を構築するために、引き続き意識啓発を進めること。
（13）職場単位のストレスチェックの結果を職員に周知し、職場の安全衛生管理に活用すること。
Ⅳ　仕事を進める条件の整備について
１　人事運営の適正化について
（１）職員のモチベーションが維持できるような昇任昇格を行うこと。
２　人事制度について
（２）人事評価システム導入時の「いたずらに差をつけるものではない。人材育成のための制度である。」との確認どおり、誰もが納得し、やる気になる評価となっているか検証し、検証結果に基づき適正に運用すること。また、人事評価結果の開示を徹底すること。
（３）業務を円滑に遂行し、県民サービスの水準を向上させるため、業務に必要な知識やノウハウを習得できるような人材育成制度を構築するとともに、適性のある人材を確保すること。
３　行政システム改革等について
（２）県民サービスを無視し、職員の雇用や労働条件に大きな影響を及ぼす、派遣・指定管理者制度の導入を見直すこと。
　特に、業界自体が未成熟な業務について、無理に派遣業務を導入しないこと。
（３）津久井やまゆり園での事件を踏まえ、指定管理者制度について全般的な検証を行うこと。

（５）庶務事務システム、会計システム、財産管理システムについて、早急に不具合の原因を明らかにし、効率よく仕事ができる環境を整備すること。
　また、給与事務センターの業務見直しに伴い、各所属に必要な人員配置を行うこと。
４　福利厚生等について
（１）庁舎建設・再編にあたっては、組合と協議し、法定の休養室はもとより、職員が気分転換できる場や食堂、売店等を確保すること。
（５）トイレの洋式化を進め、ウォシュレット・消音装置を配備すること。
Ⅴ　雇用と年金の接続について
１　60歳以降の雇用のあり方について
人事院の意見の申出を踏まえ、着実に定年を延長し、生活が成り立つ賃金とモチベーションが維持できる労働条件を確立すること。
２　再任用制度について
（１）定年延長に伴う60歳以降の仕事・賃金と整合性のとれる賃金体系とすること。特に、短時間再任用職員については、抜本的な見直しを行うこと。
（２）諸手当について、晩婚化等を踏まえて、扶養手当、住居手当等の諸手当を支給するよう検討すること。
（３）一時金の支給月数について、現役と同様の支給月数とすること。
（６）人事評価については、県労連で確認したとおり、実施後の検証をきちんと行い、必要な改善を行うこと。
Ⅵ　公正労働基準の確立について
１　臨時的任用職員・非常勤職員・再任用職員について
（２）臨時的任用職員、非常勤職員について、一方的な雇い止めを行わないこと。
（５）臨時的任用職員に係る空白期間の解消に伴い、実態として４月からの年休の付与日数が極めて少ない職員が発生している。年度当初又は任用期間当初に、常勤と同様の年休付与されるよう制度を改善すること。
（11）日々雇用職員にパソコンを配備し、IDを付与すること。
（12）日々雇用職員の特別休暇を有給化すること。
２　自治体最低賃金および公契約条例の制定について
（１）公共サービス基本法の趣旨を活かすため、公契約条例を早期に制定すること。
Ⅶ　ノーマライゼーションの推進について
１　人事給与制度等の改善について
（１）加齢による障害の重度化、二次障害に対応した、職、人事異動、通勤等、人事制度の確立に向けて、労使協議を行うこと。
（２）障害のある職員の60歳台の働き方について、労使で協議すること。
（５）人事異動にあたっては、障害による通勤等の困静性を踏まえ、早期に内示等を行うこと。
２　職場環境の整備について
（１）加齢等による障害の進行等により、当事者が「合理的配慮」を求めた場合は、法の精神に従い誠実に対応すること。
（５）電話交換業務を廃止又は委託することなく、視覚障害を持つ電話交換職員の職場を確保すること。
３　障害者をめぐる社会環境の整備について
（１）知的障害者の直接雇用も含めて障害者の雇用を拡大するとともに、県庁職場におけるノーマライゼーションの実現にむけ、労使協議に基づく諸施策を積極的に推進すること。
（３）国における障害者雇用率の水増しと同様に、本県においても算定基礎となる障害者数の認定が不適正だったことが判明している。その原因を明らかにするとともに、労働組合はもとより、障害者団体等と今後の障害者雇用のあり方について、協議する場を設けること。

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































